
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

高知県 日高村高知県 日高村高知県 日高村高知県 日高村
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

5,979
44.88

3,236,289
3,172,015

64,274

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.29][0.29][0.29][0.29]

類似団体内順位

[ 58/79 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

0.260.260.260.26
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類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.29

日高村の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [93.5%][93.5%][93.5%][93.5%]

類似団体内順位

[ 46/79 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

94.294.294.294.2
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[149149149149,,,,026026026026円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 21/79 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

126,634126,634126,634126,634

(円)
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [97.6][97.6][97.6][97.6]

類似団体内順位

[ 74/79 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.293.293.293.2
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[10101010....37373737人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 18/79 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

12.2612.2612.2612.26
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [21.4%][21.4%][21.4%][21.4%]

類似団体内順位

[ 73/79 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

18.418.418.418.4

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[671671671671,,,,762762762762円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 52/79 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

749,334749,334749,334749,334

(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

日高村日高村日高村日高村
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【財政力】　類似団体平均値をかなり下回っている。今後は後述記載内容に留意し、上昇に努める。

【財政構造の弾力性】　経常収支比率は、昨年度の95.5ポイントを2.0ポイント下回る93.5ポイントとなったが、類似団体平均
値を大きく下回っており、非常に厳しい状況である。公債費充当の一般財源においては、既発債の元利償還金のピーク（17
年度）が過ぎたことによる一財充当額の減にかかる2.4ポイント・49百万円の減、人件費においても1.7ポイント36百万円の減
が見受けられたが、物件費、維持修繕費充当の一般財源においては若干の比率上昇（0.5ポイント前後）が見られ、また扶助
費及び繰出金においては、制度改正等による一般財源充当額の増により、それぞれ20百万円･1.1ﾎﾟｲﾝﾄ及び30百万円･0.7
ポイントの比率上昇が見受けられた。特に繰出金については、介護会計特別会計への繰出金及び老人保健会計への繰出
金において、それぞれ前年度比10百万円の増があったことが比率上昇の要因のひとつとなった。上記の結果より、比率は減
少したものの、依然として非常に高い比率を示している状況にあることには間違いなく、結果を踏まえ、平成20年度において
も、更なる歳入経常一般財源の確保及び歳出経常経費充当一般財源の抑制に努めなければならず、前述の公債費につい
て、元利償還金のピーク（17年度）は過ぎたものの、依然として公債費比率は高い状態であり、普通交付税等の分母となる
一般財源の減額が今後も予想される中、新規はもとより継続中の事業についても精査を行い、更なる予算規模の縮小を図
らざるを得ない厳しい状況にある。

【将来負担の健全度】　類似団体平均値とほぼ同等である。今後は前述記載内容に留意し、抑制に努める。

【公債費負担の健全度】　既発債の元金償還がピークにあること、また、比率算出に伴う普通交付税・基準財政需要額に算入
された公債費等の分母となるべき数値の減が原因となって上昇し、類似団体平均値を大きく下回っている。今後も実質公債費
比率の上昇を抑制するため、公債費負担適正化計画及び財政運営管理計画の策定による計画的な財政運営の実施及び起
債発行額の抑制、公債費充当特定財源の確保に努めなければならない。

【定員管理の適制度】　類似団体平均値を上回っている状況にあるが、日高村行財政改革検討委員会の答申を踏まえ、各費
目抑制の具体化を図り、今後とも定員管理の適正化に努める。

【給与水準の適正度】　類似団体平均値を下回っているが、国との比較ではやや上回っている。今後は、各種手当の総点検を
行うなどより一層の給与の適正化に努める。


